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経済学研究 50-3
北海道大学 2000.12

多国籍企業の一考察

小野 浩

1.はじめに 拡大して，海外に複数の子会社をもっ多国籍企

現在，我々の周盟には多くの多国籍企業があ

る。 1BM，フォード，コカ・コーラ，マクド

ナノレドなど，特別に意識することなく，我々が

そこで生産される高品を使用している。また，

金融自由化に伴い，シティ・パンク，メリルリ

ンチなどサービス産業への多国籍企業の進出も

著しい。 1960年初頭の貿易自由化の波， 1970年

代の資本自由化の波と，日本は常にこれらの外

部世界の変化を外庄と考えて，いかにそれらの

変化に対処するか，あるいは，政府がいかに日

本の既存企業を保護するかが争点となった。し

かし現荘，日本の多くの企業が多国籍企業とし

て海外で活躍し，日本政府自身が種々の規制を

率先して緩和しなければならない立場に置かれ

ている。

本論文では，多国籍企業に関するNewTrade 

Theoryと呼ばれる幾つかの研究成果に関して，

それらの研究成果を紹介することにあるo倍し，

この節では，多国籍企業に関して行われてきた

議論に簡単に触れ，多国籍企業のイメージを明

らかにする。

多国籍企業とは，複数(2つ以上)の国々に

生産・サービスの供給拠点をもっ企業と考えら

れる。従って，このような多国籍企業を分析対

象とする場合，以下のような分析視点が考えら

れる。

1.多国籍企業の進化論的アフ。ローチ

現在存在する多国籍企業は，元来は国内企業

Cnational firm)として誕生し，徐々に規模を

業に成長したと患われる。従って，このアフ。ロー

チでは少なくとも以下の 3点の分析視点が考え

られる。

(1) ケース・スタディ

個別企業の生成・発展に焦点を当て，叙述的

に多国籍企業(あるいは巨大企業)に至る醸史

を叙述する。典型的には各企業が一定の包切り

の年(例えば， 50年とか100年)に社史を発行

するが，それらをもとにして，鶴別企業の研究

を行うスタイルのもの。この研究スタイルでは，

当該企業の成長過寝における時代背景や，創業

者等の特殊な経営能力を知る事ができるが，多

国籍企業に対する一般的特長を抽出することが

難しいという難点がある。

(2) 理論的アプローチ

多国籍企業の幾つかの特長をモデルに組み込

み，国内企業から多国籍企業への発麗がいかな

る要民によって引き起こされたかを明らかにす

る。このアプローチでは外的なファクターが同

じであれば，必ず多国籍企業が誕生することを

意味し，それらの結論は時代に依存しなし、。

(3) 政策的アプローチ

ある特定の産業を育成するのに，例えば閣内

企業から多菌籍企業への進展が望ましいとすれ

ば，し、かなる経済政策を用いることによりこれ

が可能であるかを検討する。この場合，経済厚

生なども考慮される。

2. 多国籍企業の横断的アプローチ

特定の時点を輪切りにして，そこに見出され

る種々の多国籍企業の類型の特長を検討する。
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(1) 類型分析

多国籍企業を幾つかの類型に分類し，それら

の分析を行う。一例として， Pearlmutterによ

るEPG仮説がある。彼は多国籍企業を 3つに

分類する。

(a)園内忠向的 Cethnocentric)タイプ

親会社が外国にある子会社をコントロールす

る場合で，親会社からの人材派遣や指令が子会

社を支配する。

(b)現地志向的 CPolycentric)タイプ

現地採用の人材が子会社の重要なポストを占

めることができ，重要課題の意志決定に関与で

きる。

(c)世界志向的 Cg巴ocentric)タイプ

親会社と子会社という底別がなくなって，意

思決定自体もグローパルな見地からなされる。

(2) 類型分析に関連する問題点

比較分析

(a)時点比較

特定時点での多国籍企業の類型と，他の時点

での類型を比較することにより，それらの間の

差違を説明する。

(b)国別比較

多国籍企業の親会社が存在する閤毎に，多国

籍企業の特長を見出す。例えば，米国の多国籍

企業は 100%子会社の株を所有する形態が多く

見られるが，欧州の多国籍企業はこのように極

端な形態をとらないと言われる。このような所

有形態の栢違に関して， 100%所有が完全な

会社のコントロールを意味して望ましいとする

が， Friedman'ま実証的に部分所有形態にもそ

の合理性を見出している。

3.多国籍企業の生物的アプローチ

多国籍企業が社会に与える影響と経済・文化・

政治等，種々の立場から検討する。

(a)経済システムへの影響

一殻的に多国籍企業は利潤最大化行動をグロー

パjレな視点から考察する。従って，全体として

資源の有効利用につながる O また多国籍企業の

誘致は，地域での襲用を増加させたり，関連産

業(例えば，自動車と部品産業)の発展を促進

し，将来的には多国籍企業に代って，国内企業

が発麗する可能性を有する。しかし非効率な生

産を行っている園内企業は市場から駆逐され

る二

また，多盟籍企業が子会社を通じて獲得した

利潤を親会社に送金すれば，グローパルな効率

性が達成されでも，その子会社の存荘する留に

とっては必ずしも良いことではない。

(b)社会システムへの効果

多国籍企業が地域に進出することにより，社

会や文化に大きな影響を与える事が考えられる。

外国企業の能力給による雇用形態は，終身雇用

や年功序列を慣行とする日本型経営とは翼なり，

これは単なる雇用形態の椙違のみならず，対人

関係にも影響を与え，文化にも影響を与えると

濯、われる。

(c)政治システムへの効果

元来，多国籍企業の進出に対しでは，たと

え経済効率上望ましいとしても，ナショナリ

ズムの観点からそれらの進出に対しては大き

な執蝶があった。従って往々にして，折半的合

併企業を設立することの合理性が唱えられる

CFriedman)。

多国籍企業を考える場合，少なくとも上で述

べたような問題点が考えられる。本論文では，

これらの問題を包括的に取り上げようとしてい

るのではなL、。本論文は，最近話題となってい

るNewTrade Theoryを紹介し，それらの合意

を述べ，そこでの開題点も指摘する。従って，

この論文では進化論的アプローチの第2の理論

分析に関する考察である。

*)非効率な生産活動を行っている国内企業は、多額籍

企業によらなくてもいずれ駆逐されるという考え方

もある。しかし、多国籍企業のすぐれた生産技術が

国内企業に伝播されなければ、このような駆逐は生

じないかもしれない。



2000.12 多国籍企業の一考察小野 3(355) 

本論文の構成は以下のようになっている。第

2節で，戦後の日本自動車産業の発展を概観し

て，日本の自動車産業が多国籍企業にどのよう

にして成長したかを検討する。第3節では，

New Trade Theoryの代表的な論文を紹介し，

そこで得られた結巣を要約する。第4節では，

3節で述べられた諸論文の問題点を指摘し，そ

れらがどのようにして克服されるかを示唆する。

江戦後日本自動車産業の発農

現夜，日本の自動車産業は 11割J産業と呼

ばれている。 1998年度の主要製造業に占める自

動車の生産額の割合は13%で， 40兆円強であるO

また，自動車関連部門に就業する人口は約726

万人ム我が留の全就業人口6，480万人の約11

%にあたる。しかし，戦後の自動車生産から，

誰がこのような現在の自動車産業の発展を予測

しえたであろうか。 1960年代中頃までは， 日本

の自動車産業の主流はトラック生産であること

がわかる。乗用車の生産量が100万台を超えた

のは1967年であり， 1968年に乗用車の生産がト

ラックの生産量を超過してからこの関係は現在

まで続いている。

戦後の日本自動車産業の発展に関しては，小

野(1999)に詳しいので，そこで得られた幾つ

かの特徴に関してここでは要約する。

1.戦後，自国産業保護のため，高関税政策や

外貨割当制度(1952)を採用した。これは典

型的な保護貿易政策であり，自動車産業に関

しては幼稚産業保護政策と考えられる。この

ような保護政策は海外睦接投資を生む可能性

があるが，日本の自動車産業に関しては市場

規模はそれ程大きくなく，将来性に関しでも，

必ずしも楽観的ではなかったのであろう。

2. 日本の自動車産業は寡占市場であって，メー

カー数も 9-11と安定的であると言われる。

しかし， 1960年前後には，参入と退出のドラ

マがあった。これまで，ニ輪車や三輪車の生

産を行っていた企業が，四輪車の生産に参入

した。 1955年に鈴木自動車工業， 1958年に富

士重工業，ダイハツ工業，及び東洋工業が，

1963年には本田技研工業が乗用車業界に参入

した。他方， 1912年に設立され， 1920年から

四輪車の生産を行った太田自動車製作所は，

1961年の東急くろがねの社名のもと，自動車

産業から退出した。

この参入・退出康uは，将来利潤の見込める
産業に参入が生じ，激しい競争のもとで市場

から退出せざるをえない企業も出てくること

を意味する。外国企業の参入は外資法によっ

て不可能と考えられていた。

3. 1960年前後に貿易自由化の波が日本経済を

襲った。これは， 1955年6月に日本のガット

への加盟が調印され，日本も国擦社会の一員

として行動し，基本的には自由貿易のルール

に従うことを意味した。この当時の論調とし

ては，自動車産業は比較劣位康業とみなされ

ていた。しかし， 1960年の池田内額による高

度成長政策は所得の上昇を生み，自動車に対

する需要を喚起した。 1960年代に入って，日

本の自動車メーカーの生産量は伸び， 1970年

代の本格的な輸出につながる。

この時期のポイントは，自国産業が本格的

な輸出産業として成長するためには，国内市

場が十分大きくなければならないということ

である。

日本経済にとっては， 1960年代の10年間に

わたる高度成長期がこの役割を果たした。

4. 1970年代は日本の輸出が大幅に伸びた時期

である。 1970年に自動車の輸出は72万台であっ

たが， 1979年には300万台を超える乗用車が

輸出され， 10年間で4倍以上の伸びである。

この大幅な輸出の伸びには幾つかの要因が考

えられるが，第lに考えられるのは， 1970年

代に 2度のオイル・ショックがあったことで

ある。 1973年の第 1次オイル・ショック，

1979年の第2次オイル・ショックである。ガ

ソリン錨格の高騰は，燃費効率の良い小型車
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への需要を増加させた。アメリカでは日本主主

が本格的に輸出される以前には，小型車の需

要はAMC(アメリカン・モーターズ)とヨー

ロッパ輸入車で賠われていた。オイル・ショッ

ク以前は大型車と小型車の市場はいわば分離

されており， ビッグ・スリーは付加価値の高

い大型車の生産に主力を置いていた。従って，

オイル・ショックによる急激な変化に対する

敏速な対応がなされなかった。このような，

2度のオイル・ショックは，小型車市場の拡

大を意味した。

第2に， 1960年代に自動車によるマイナス

の部分が注目を集めた。即ち，交通事故によ

る死傷者の増加や排気ガスなどによる公害の

問題である。特に，アメリカでは1971年6月

にアメリカ環境保護庁 (EP A)がマスキー

法に従って，自動車排ガス規制を最終決定し

た。これにより，この基準を満足する日本車

の利用が伸びた。

第3に， 1970年代初めに戦後の国際通貨体

制は崩壊した。戦後のアメリカの強いドルを

中心とした IMF体制は， トリフィンの言う

流動性のジレンマから逃れる事はできなかっ

た。こうして， 1971年のニクソン・ショック

によってアメリカのドルと金の交換は停止さ

れ， ドルは単なる紙切れとなった。 1973年2

月には，日本や欧米諸舗は変動為替相場制へ

と移行し， 1970年代から1980年代にかけて，

円高舘向に推移した。この円高傾向は 2つの

意味を持っと思われる。すなわち，固定為替

レート制での，相対的に円安に為替レートが

回定されている(戦後から1971年8月158ま

で1ドルは360丹に国定されていた〕状態で

は，日本の賞金はアメリカの賃金と比べて割

安と考えられた。しかし， 1973年からの変動

為替レート制への移行後は，日米の賃金格差

が縮小あるいは均等化することを意味した。

従って， この時期の対米輸出の増加は，アメ

リカにおける小型車需要増加による市場規模

の増大があったと患われる。地方，円高基調

は，対アジア諸国の関連でいうアジア諸国の

賃金が相対的に安くなることを意味する。従っ

て1980年代の活発なASEAN地域への臼本

からの海外霞接投資の増加を意味する。要約

すると， 1970年代の対米自動車輸出の増加は

広大なアメリカ市場への輸出であり，日米関

の賃金格差によるという要国は薄れてきたと

思われる。

5. オイル・ショック後のビッグ・スリーの対

応の遅さ，およひ、大型車への需要不援により，

1979年クライスラーは経営難に陥った。 1979

年11月米政府はクライスラー救済に15億ドル

の融資保証案を示した。 12月に米上院銀行委

員会がクライスラ一法案を減額修正して可決

した。このような状況の中で，日本の自動車

メーカーによる対米輸出自主規制が1981年か

ら実施された。これは“自主的"な輪入数量

の制眼であった。このような自主規制は， し

かし，日本の自動車メーカーの対米輸出を保

進した。円高基調は1980年代にも継続してい

たから，日米の賃金格差は縮小し，日本で生

産することのメリットは少なくなった。また，

輸出は米国で生産される自動車の台数を減ら

し，米国での深刻な失業問題を引き起こした。

毘じ尽本主主であっても現地生産される場合は，

現地での腰用を生み，費易摩擦も和らげるこ

とができる。このような理由から， 1980年代

半ばから多くの日本の自動車メーカーがアメ

リカに進出した。このことは企業が多国籍イと

するには幾つかの要因によるが，自動車産業

にとっては数量規制という貿易政策による貿

易コスト Ctradecost)の上昇と考えられる。

自主規制は一種の輸入数量規制であり，これ

は関税の効果に似ている。従って，このよう

な貿易コストの上昇が，企業の多国籍化を促

進したと思われる。

6.最後に臼本の自動車メーカーは1980年代の

円高基調と， ASEAN諸留の成長によって，

多田籍企業としてのグローパル戦略を展開し

た。すなわち，東アジア諸国の安い労働コス
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トを使用して，部品の生産を行い， ASEAN 

諸冨内での完成主主はその地域での需要にあ

て，安い部品の生産を日本を拠点、として組

み合わせることによって欧米に輪出すること

である。特に，最近では中国市場が控界の自

動車メーカーの控目を集めている。ここで

のポイントは，企業は生産拠点をどのよう

な要因によって選択するかという問題であ

る。

以上，戦後の自動車産業の発展を幾つかの時

代に分けて考察し，そこにおける特徴を述べた

が，そこで考察対象となる自動車産業は以下の

ような性質を有していると思われる。

1.自動車という商品は同費的なものとは考え

にく L、。むしろ，製品差別があると考えるこ

とも可能である。

2. 自動車市場は不完全競争市場と考えられる。

通常は寡占市場と言われるが，製品差別化を

考醸すれば独占的競争に近し、。

3.生産要閣は必ずしも閤毎に同一ではない。

少なくとも1960年代には，日本の賃金はアメ

リカの賃金よりも低く， このことが日本の需

機製品・衣料などの輸出の要因と患われてい

た。現在では，これらの製品が主としてアジ

ア諸国から輸入されるのは，この生産費用の

椙違によるものと思われる。

4. 自動車の生産には規模の経済が働くと考え

られている。従って，生産量が増加する程，

平均費用が下がると考えられる。これは自動

車産業が莫大な固定費用を必要とするからで

ある。

5. 高関税政策や数量規制のような賢易政策は

企業の選択する戦略に影響を与える。少なく

とも，企業が“輪出"戦略をとるか“現地生

産"戦略をとるかは，貿易政策に依存する O

最近，多国籍企業の理論として発展している，

VenablesやMarkusenのNewTrade Theory は

上で述べている全ての性質を持つモデルを展開

している。個々のモデルには微妙な相違がある

が，次節では，このNewTrade Theoryの主要

な文献を紹介する。

ill. New Trade Theory 

New Trade Theoryは以下のような特徴を持

っそデルである。

(1)不完全競争 (2)異なる生産費用 (3)貿易費用

C trade cost)の存在 (4)規模に関して収穫逓増

(1) 生産拠点の選択理論 CVenables(1996)) 

園内企業であれ多国籍企業であれ，いかなる

条件のもとで特定のlocationが生産拠点として

選ばれるのかは必ずしも十分厳密に議論されて

こなかった。 Venablesは以下のような状況を

考える。企業は2つのlocation1と2に工場を

建てることができる。そのためには主要投入物

としての労鶴で測って fだけの閤定費用がかか

る。また 1単位の生産に 1単位の労働投入と

いう菌定係数の生産関数を考える。するとこの

企業の費用関数は CjCXj+f)となるO ここで Cj

は生産費用を表し， ここでは賃金に等しL、o

Xi はlocation での企業の生産量であり， こ

れは企業によって独占的に供給される。(一般

的には Xihと書いて，location での企業hの

供給するvarietyhの供給量と書けるが，我々

は対照的な場合を考慮しているので X拙 Xi

としている。)各locationで、はこの独占的競争

の産業(ここではk産業という)で生産される

刊のvarietyに対してe?の需要額がある。従っ

て， location に工場を建てた企業は彼の製

品をlocation C =1= i )に移送する。その際

にtC> 1)の移送コストがかかる。 Venables

は関税や人工的な障壁も含めてこれを貿易コス

トCtrade cost)と名付けている。

具体的にVenablesのモデルを紹介する。彼

のモデルは以下の(1)--(4)の方程式で表される。

(1)x;z (p?){d(pfyklet， X31(p?tk) …'"CP~)日-ley
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(2)(p7y-e = (p7)hkn~+(py tk)l叫.i手 j

(3)pj(l = cj 

(4)x~+xZεk_ l) f 

ここで誌はlocation で生産され loca-

tion で販売される量を表し， xZはlocation

Jで販売される量を表す。 Bkはlocation で
の物鍛指数 ekは需要の倣格弾力性を表して

いる。上の~の方程式の数は8本あり，未知数

もまた 8ケ (X2，xZ，d，n?)ある。従っ
て，この体系は解ける可能性がある。しかし，

上で求められる変数は全て非負でなければなら

ない。従って， n~ = 0 あるいは n~ = 0という
ケースがでてくる。これら技術的説明を行う前

に，各方程式を説明をしよう。(1)式はDixit-St

iglitz typeの独占的競争市場でのCE S typeの

選好から得られる需要関数である。 (2)式は価格

指数の定義式である o (3)式はVariety が独

占的に供給主れていることを表している。 (4)式

は手IJi関ゼロの条件であり，規模に関する収穫逓

増を表している。

さて，上の(1)'"'-'(4)の方程式の体系は陽表的な

解を求めることは困難であるが，以下のように

考えるとそのworkingmechanismが分かる。

(3)式より，生産コスト (cりと需要の価格弾力

性 (ek) の植を所与すると p~ が求まる。この
植を(2)式に代入する。今， n~ ， n~ が固定され
ているとして，所与の貿易コスト(t )のもと

で13kが決定される。これより(1)式から討を所
与とすると xLxZが求まる。これらの値をは)

式に代入すると， (4)式が所与の fに対して等号

で成立する保証はなし、。もし，左辺の項が右辺

より大きければlocation で企業が利潤を得

ているのであるから， n~ が大きく企業の参入
が生じる。これは(2)式から明らかなように物価

水準を下げ(1)式で xZ及び坊を下げる。こう

して，n~ と n~ の参入，退出を通じて(4)式の等

号が決定され，そこで叫が決定される。従っ

て， ek， c~ ， tk， fkのパラメータ kの植を与

えると， このモデルの解を求めることができる。

また，他のパラメータを盟定して 1つのパラ

メータの{遣を変化させることにより内生変数の

変化を見る事ができる。

この問題を東西ドイツの融合の問題として考

えるとどうであろうか。東ドイツでは一般的に

賃金が安く，融合の進展により貿易コストが小

さくなれば，東ドイツに工場を建設する方が得

であるかもしれない。しかも，もし西ドイツの

市場が東ドイツに比べて大きければ，貿易コス

トが十分小さくなければ西ドイツに建設するで

あろう O 勿論，貿易コストがゼロに近ければ賃

金の低い場所での立地が有利である。従って，

Venablesのモデルは貿易コストと市場の大き

さが生産費用の桔違に応じて反応することを示

唆している。 Venablesは更に自動車産業と部

品産業という垂直的産業を考えて数値計算を行っ

ているが，ここでは立ち入らない。

彼のモテソレの特徴は， locationの選択に関し

てnationalityが入ってこないということであ

る。次に，陽表的lこnationalityを入れた問題

を考える。

(2) 多国籍企業の理論 CMarkusen and 

Venables (1998)) 

この論文では，国内企業と多国籍企業の機能

が区別される。単に外国に工場を建設して生産

活動を行うのが多国籍企業ではない。

Rowthorn (1992)は国内企業と多国籍企業の

機能を区別せず，多国籍企業は外国に工場を建

設する場合，国内で工場を建設するのと同じだ

けの国定費用がかかると仮定した。しかし，こ

れは過度の単純化であると思われる。この

Markusen and Venables (1998)やHorstmann

and Markusen (1992)では，企業の生産活動

を行うのに 2つのタイプの盟定費用を必要とす

ると仮定する。第1は企業に固有の投資 (firm-

specific investment) であり heaふquarter

costとも呼ばれる。これは企業活動の頭脳とも

うべきもので，企業管理，販売技術，広告，研
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究・開発活動などが含まれる。第2は工場建設

投資 (plantωspecificinvestment)であり， こ

れは生産活動を行う場所である。国内企業も多

留籍企業もこれら 2つの異なるタイプの回定費

用を必要とする。しかし，多国籍企業の場合に

は，外国で生産活動を行う場合には工場建設だ

けで良 ~ìO Headqua抗告rの活動はいわばfree

でコピーされて外国の子会社が使用することが

できる。

さて，具体的にMarkusen and Venables 

(1998)のモデルを考えてみよう O ここでは，

国内企業と多国籍企業の 2つのタイプの企業が

ある。これらの企業は同質的な物を生産してい

る。圏内企業が i国で生産してその患で販売す

る震をX:i，国で生産して J患で販売する
をxZと表す。同様の記号を多留籍企業にも適
用すれば，それぞれ x~ ， X~ を定義すること

ができる。今，(1)と同様 1単位の産出量を生

産するのに 1単位の労働が必要であると仮定す

る。この時閣において，国内企業と多国籍

企業は間ーの需要曲線に直揺するから，

n
ャ

UX
 

一一
間

ux
 

一一
n
u
 
x
 
という関係が直ちに得られる。この関係を使用

すると，利溜最大の限界条件は

Pi(1-eii) 出 Wj

p/l-ejj) wjC1十C)

と表される。ここで eijは需要の価格弾力性

の逆数でコブ・ダグラス型効用関数のもとでは

eト芝 (h= n， m) 

である。利潤ゼロの条件は，圏内企業では

Pi e~i Xij十Pje~ X~ = WJG十F)

多留籍企業では，

Pj e~ Xjj十Pjeij Xjj = Wi(G十F)十Wp

である。ここでFはheadquartercost， Gは工

場建設の費用である。

上のformulationから 2つのことがわかる。

第1は， Wj>W2を仮定すると，多国籍企業の

利潤関数より，多国籍企業は賃金の安い第2留

にheadquarterを罷く。郎ち，ノfノ、マ効果であ

る。第2は， もし，第1国と第2国に国内企業

が存在していると，工場建設の国定費用をカバー

する程各国の市場は大きくないから，多国籍企

業は存在しない。つまり，多盟籍企業の問題を

議論する場合には，両方の閣に国内企業が存在

する場合は排除される。こうすると，我々の考

慮するケースは Wj>W2のもとでは，

(nj， 0)， (n2' 0)， (m2，0)， (nj， m2)， (n2， m2) 

の5つのケースである。 Wj 口 W2の場合は，

、3ノm
 
n
 

J'a
、、
、‘，，ノm
 
n
 

/
，
.
¥
 

、ー，ノnv m
 

/
S
¥
 

、、，ノハUn
 

/
a

、、、
3

，Jnu n
 

/，，、、

の5つのケースである。ここで m十mj十m2

である。この体系を解くため，Markusen and 

Venablesは農業部門を導入し，新たに労働に

加えて資本 (kJも導入し，資本は農業部門

のみでコブ・ダグラス型の生産関数のもとで生

産されていると仮定する。こうして，労働と資

本に対する要素市場での需要関係を導入して，

要素価格が決定され，上で述べた 5つの貿易パ

ターンのいずれかが世界全体での資源配分の仕

方に依存して決定される。彼らの数値計算の結

果では， ki( K/L)を一定としてL/んの
水準を変える場合， wj = W2となる貿易パター
ンが複数回出現する。

彼らの主要な結論は 2つの国が類叫してく

る(資本と労働が間一水準に収飲する)と，両

方の留で多国籍企業が出現する。即ち，一種の

多国籍企業へのconvergence(収数)が生じる。

彼らの接近方法に対する最大の問題点は労働

と資本の分布の状況で異なる貿易パターンが発

生するが，それらが発生する一般的メカニズム

を示し得ないところである。これは数値計算に
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よる接近方法では，特にパラメータの数値の選

択の仕方によって結論が大きく依存し，一般的

性質を発見し得ない場合があるからである。

(3) 触媒としての多国籍企業 (Markusenand 

Venables (1999)) 

発展途上国において，自国の力のみで経済発

展が必ずしも可能でないか，それに長い時潤が

かかると考えられる場合，外資を積綴的に導入

して，多国籍企業の進出を促し，自国の経済成

長率を高めるという政策が考えられる O これは

戦後のASEAN諸国やラテン・アメリカの諸

冨で試みられた政策である。本論文では，多国

籍企業の進出が，その企業による雇用の増加の

みならず霊霞的連関によって下部の産業を育成

し，その産業が十分発展することにより，盟内

企業の発展が可能となる。例えば，自動車と自

動車部品産業の発展である。自国で自動車を生

産する程，市場は大きくはないが，多盟籍企業

であれば採算がとれる(名瀬なら多国籍企業は

外国での生産でheadquart巴rcostを支払わなく

て良い。)こうして，多国籍企業が進出してく

ると，閣内に部品産業が生まれ，国内市場の拡

大と共に部品産業も充実する。国内企業が国内

で生産される部品をより多い割合で使用してい

ると，多国籍企業に代って閣内企業が国内市場

を制覇する(輸入はあるが)ことが可能なこと

が示される。

はarkusenand Venables (1999)は独占的

競争のもとでの利潤最大行動とゼロ手IJ潤条件を

使用して，数値計算により上述の可能性を示し

た。モデルの詳細は省略する。

この論文の問題点は，多冨籍企業が触媒とし

ての役割を果たすことは理解できるが，数舗の

与え方によっては国内企業が出現しない可能性

もある。これら経済発展の観点からは重要な相

違がいかなる要素に依存して決定されるかは当

該国にとって非常に重要である。この点は数錨

計算モデルの基本的問題で、ある。

(4) 多国籍企業と経済成長 (Gao(1999)) 

(2)で述べたMarkusenand Venables (1998) 

の論文で，彼らは一般均衡モテソレを呈示し，世

界の労働と資本の異なる 3国間での分布が収数

する場合の行き着く先としてのconvergenceth 

eoremを提唱した。従って，このモデルを資本

と労働が共に増加する成長モデルに適用するこ

とは自然、な拡張である。 GaoはRowthorn

(1992)やHorstmannand Markusen (1992) 

が短期の分析で行ったのと同様に，同ーの留が

成長する場合を考察する。しかし， もし全く同

ーの閣が同じ条件のもとで成長したとすれば要

素価格は悶ーとなり，国内企業と多国籍企業の

混在する非対称なケースは成立し得ない。この

ためGaoは以下のadhocな仮定を置く。即ち，

多国籍企業は自国にheadquarterを撞くか海外

で生産活動を行う。従って，海外から生産され

た製品が自国に輸入される。子会社としての工

場は存在しない。こうすると，第 i留における

国内企業と多国籍企業の相違はheadquarterc 

ostがいずれかが安L、かであり，安い方の企業

が残ることになる。こうして非対称性がうまれ

る。 Gaoは更に，垂産的連関において中間的生

産物が投入されて労働と共にheadquarter機能

と生産活動に関連すると仮定している。この複

雑化は， Markusen and Venables (1999)の

論文での垂直的連関の他の応用例であるが，本

質的な点は，多国籍企業に自国内での生産を認

めず，菌内企業との間に非対称性を導入したこ

とである。このことが，彼のモデルの特殊性を

表すと共に，その仮定の現実妥当性が間われる。

もし，及びで分析されたように，多国籍企業が

輪出活動を行わず現地生産すると摂定すると，

同ーの閣の仮定は自明の貿易パターンを生むで

あろう。即ち，需要価格は均等化し，産業内賀

易か，両国での多国籍企業の問時的存在である。

それ故， Gaoの開題点は彼がadhoclこ仮定

した多留籍企業の活動が現実に妥当するかどう

かである。即ち，彼の想定している多国籍企業

とは，例えば，アメリカの企業が親会社の機能
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のみをアメリカに持ち，生産活動は海外で行っ

て，製品をアメリカに輸出するような会社であ

る。この会社がアメリカに親会社を持つのはG

aoheadquarter costがアメリカの方が海外よ

りも安いからである。果たしてこれは現実的な

仮定であろうか?

IV.問題点と今後の展開

第3節でNewTrade Theoryの最近の発展を

見てきた。 Markusenand Venables (1998) 

が言うように， New Trad巴 Theoryとは，産業

組織論の最近の発展を貿易理論に活用したもの

である。しかし，既に述べたように，そこで得

られた結果は条件付きで適用される性質のもの

である。即ち，そこで得られた結果はすべて数

値計算によるものであり，ノfラメータの数値の

与え方によっては異なる結果が予想され，一般

妥当性がどの程度成立するのかが間われるから

である。この点を克服すべく， One (2000， a) 

では， Venables (1996)のモデルが一般的に

解かれることが示された。そこでは経済統合に

よる貿易コストの低下がdrasticな生産拠点を

生むことが明らかにされている。 One(2000， 

b)では， Markusen and Venables (1998) 

のモデルが一般的に分析される事が生かされ，

彼らのconvergencetheorernが一般的に成立す

ることが明らかにされるoOne (2000， C )で

は， Markusen and Venables (1998) の同質

物を製品差脱化のある場合に変えることによっ

て 2つのタイプoのconvergencetheorernが証

明される。

これらの研究はNewTrade Theory一般化の

端緒であり，垂直連関や経済成長を導入したモ

デルへの拡張が望まれる。
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